
公文書管理法の施行と大学アーカイブズ
－名古屋大学の事例を中心に－

堀田慎一郎

【要旨】

公文書椅即法は、大学アーカイブズにとって大きな意義を持つ法律である。しかしl'il時

に、大学アーカイプズが歴史的に重要な非現用文書を取り扱うにあたっては、IKI立公文書

館等としての指定を受ける必要が生じ、それにともなう多くの業務が課されることになっ

た。施行5年後の兇lfl:しにli'jけて、指定のあり方や歴史公文辞等の選定方法、個人文諜等

や刊行物資料の位iドiづけ、時の経過による利用制限への考慮の問題など、業務経験を徹み

なから議論を重ねて行く必要がある。また、地域の学術研究や筒等教育のセンターである

国立大学は、できるだけ国立公文諜館等を設個するべきである。抜本的には財政的措俄か

不可欠だが、当面の措置として、より多くの独立行政法人等がIKI立公文書館等を設置する

ことができる#ll度が望まれる。
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おわりに

平成23(2011)年4ノllll、公文書等の管理に関する法律（平成21年7月lll法律第66号、

以下、「公文III:符理法」と略）が施行された。

同法は、公文書が作成・取得されて業務に川いられ、定められた保存期間が満了したのち、

廃棄されるかアーカイプズに移符され、移管された公文書は歴史資料としてII(I民の利用に供せ
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られるという、いわゆる文III:のライフサイクル全体を対象として、II(Iの行政機関や独立行政法

人等の公文III管理について包括的に定めた、我が国では初めての法律である。

とくにII1法では、I縦史資料としての公文書等を「歴史公文書等」と定義し、IKI民共有の知的

資源としてIKI民がiI体的に利lllしうるものであり、その適切な保存や利lllは現在および将来の

IKI民に対する説Iﾘll'(任を全うするものであると位置づけられた。雌史公文III:等は、現用文書の

段階でその選定がおこなわれ、保存期|ﾊl満了後は必ずII<I立公文III:館等に移禰:することか義務づ

けられた。また移椚:後は、IKI立公文諜:館等によって適切に保存されるべきものとし、利用につ

いては国民の利川i;,'i求椛によるものとして、厳IIﾐな取り扱いが求められるようになった。

このように、アーカイブズの立場から見てもきわめてIII'i期的な内容をもつl'il法であるが、問

題点がないわけではない。もちろん、蚊初から完壁な法律かありようはずはなく、連用の結果

を踏まえながら適切な改善をおこなっていくのが当然である。この公文'II符理法のような、こ

れまでに類する法律がなかったものにおいては、なおさらにそうであろう。実際、公文書管理

法附則第13条第1項では、施行後5年をめどに、同法の兇直しを検討する炎務を政府に課して

いる。これにそなえて、今から改善策を模索していく必要がある。

本稿は、主にl玉I立大学法人が設置するアーカイブズ（文稗館)、とくに潴,li雌大学が設置する

アーカイプズである名古屋大学大学文il績料室1)か、公文書管珊法の施行によってどのような

影稗を受けたのかをIﾘlらかにし、それを通じてlil法の意義や問題点を検討しようとするもので

ある2)o

これまでにも、公文皇i'""|!法と大学アーカイブズの関係を論じたすぐれた論考がある3)。本

柵は、それらの先行ｲiⅡ先の成果を踏まえて、公文苫管班II!法の施行が大'､f:アーカイブズに与えた

影禅について、大学アーカイブズの機能全体を視野に入れつつ総合的に検討するものである。

第1章組織と関係規則の改編

本章では、公文III:1"|!法か大学アーカイブズの組織や関係規則に与える影禅について述べる。

なお、本章は、当該大学が1通l立公文書館等を設侭することを前提としている。設祇しない場合

については、第3噸で述べる。

第1節国立公文書館等と歴史的文化的資料保存施設の指定

公文書管即法では、IKIの行政機関および独立行政法人等（国立大学法人もこれに含まれる）

1）筆者は、|!1案の専任額li(助教）として、開室時間には常時勤務している。

2）公文書符理法の制定過程における論点や議論については、小池躯一「公文III:符剛法における「雁

史公文!II:」と「塒定職史公文11I:」－その生成過ｲ',!と問題点一」（｢広'約入学文:,ll伽紀災」第13号、

2011年311)を参!!(!されたい。

3）主なものして、併典城「公文11錆理法と国立大学アーカイブズ」（｢レコード・マネジメント」第

60号、2011年311)、前掲、小池聖一「公文書衿理法における「雌史公文!II:」と「特定歴史公文

書｣｣、村上淳子「広烏大学文III鯨における「同立公文書餓等」の指定に係る対応一公文書管理法

に基づく政令指定の経緯及び提出書類について－」（前掲、「広島大学文ill鮪紀要」第13号)、岡H1

泰司「公文灘管理法施行後の法人文普管理及び法人文書符即システムの運Ⅱlについて」（前掲、「広

烏大学文il}:館紀要」第13り･)などがある。
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の法人文書等のうち歴史公文ilf等にあたるものについては、保存期間満了後、同法が定める

「IKI立公文書館等」に移衿しなければならないとされている。つまり、国立大学法人（以下、

「II<|立大学」と略）が、非現川の法人文書を歴史資料として永久に保存し、一般に公開しよう

とする場合、機関内にアーカイブズホ||当組織を設置し、内|淵総fll!大臣から|玉|立公文書館等とし

ての指定を受けなければならない。

独立行政法人等がアーカイブズをII<1立公文書館等として設i冊する場合、組織のあり方として、

大きく分けて3つの選択肢かある。

即ち、①アーカイブズが|玉l立公文書館等のみの指定を受け、法人文書であるか否かを問わず、

所蔵資料を全て「特定歴史公文iW等｣4）として取り扱う。②アーカイブズの内部を2つの組織

に分けて、一方の組織か国立公文諜館等の指定を受けて法人文ili:のみを特定歴史公文書等とし

て所職し、もう一方の組織が公文iII管卵法第2条第4項第3り．および同法施行令第5～6条に

艦づく内閣総理大臣の指定を受け、個人・'刑体文書等を「歴史的浴しくは文化的な資料又は学

術研究H1の資料」として所蔵する。③アーカイブズは国立公文ill:館等のみの指定を受け、法人

文ill言のみを取り扱い、その他の個人・川体文書等は「歴史的箔し<は文化的な資料又は学術研

究H1の資料」の保存施設（以下、「歴史的文化的資料保存施設」と略記する）として内閣総理大

臣の指定を受けた学内の別の組織（附属図書館や博物館等が考えられる）か所蔵する。

公文書管理法の施行と同時に'1《|立公文書館等の指定を受けた6つの大学アーカイブズのうち、

①を選択したのは名古屋大学大学文詳資料室、京都大学大学文ll棚、神戸大学附属図書館大学

文TII:史料室、九州大学大学文TII:fi@i、②を選択したのは東北大学史料館、広島大学文書館で5)、

③を選択したものはなかった。

①を選択した、筆者が勤務する名古屋大学大学文書資料室（以下、「資料室」と略）でも、②、

③を検討した。ただ②は、現状ですらきわめて小さい資料室の組織6）を、これ以上細分化する

ことは難しいと判断した。また③は、検討する時間が短く附属IxI=諜館等と十分な議論ができな

かったこと、さらに資料室が所蔵する法人文書と個人・団体文諜7）は、名古屋大学の歴史に

関わる資料という意味ではきわめて密接な関係を有しており、これを別個の組織で所蔵するこ

とついての懸念、などにより当lliは断念した。

しかし、詳しくは第2章で述べるが、①の形態では、個人･l,ll体文書も「歴史的若しくは文

化的な資料又は学術研究用の資料」（以下、「歴史的文化的資料」と略）より厳しい符理が求め

られる「特定歴史公文書等」として取り扱わなければならないため、アーカイブズに大きな負

4)IKI立公文書館等に移管された歴史公文書等のこと（公文苫:管理法第2条第7項)。

5）広烏大学文書館は、国立公文ill:館等の指定は文書館全体として受け、文書館の中に設置されてい

る大学史資料室が歴史的文化的資料保存施設としての指定を受けるという方法をとっており（前掲、

村上淳子「広島大学文書館における「国立公文書館等」の脂定に係る対応｣)、②とはいえないか

もしれない。ただI可館は、以前から館の組織を公文書室と大学史資料室に分けており、公文llf籠

長は文書館長が兼任しているので、大きく分類すれば②にI鮒すると嵩える。

6）名古屋大学大学文書資料室のスタッフは、室長（併任教授）1名、室貝（専任助教）1名、1#務

職貝（主任)1名、事務補佐ll6名（週29･5時間1名、週14時間2名、週7時間3名）であり、

アーカイブズに関する専門的な実務を日常的におこなうことができるのは室貝1名のみである。

7）ここでいう団体とは、アーカイプズを設置した大学そのものではないが、それに密接な関係を有

する、同窓会やOB・OG会、体育会などの関連団体のことを指している。
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担がかかることになりやすい。

その意味では、理念的には②の形態が最も妥当であると考えられるが、資料室のようにとく

に小規模な大学アーカイプズでは可能かどうか。

③の形態も考えられるだろう。ただ、「1本の大学アーカイプズは、朧史的な法人文書史料を

所蔵するだけの組織ではなく、大学の歴史に関わる個人･N1体文III:も所戯すると同時に、これ

らの所蔵賓料を涌M1して、§､'1該大学の歴史に関わるさまざまな教育・研究などの活動を'隔広<

おこなう組織として発展してきた8)。③を選択することで、その機能が|･分に発揮できなくな

る可能性が危倶される。ただし、神戸大学のように、アーカイブズが附属lxl書館内の組織とし

て設置されている場合は、③の形態も有効かもしれない。

そもそも、このような問題が生じるのは、同じ国立公文書館等でも、IKI立公文書館などと異

なり、大学アーカイブズは所蔵資料全体に占める個人・団体文iII鳥の割合が高いからである。公

文書を所蔵する機関と、当該大学の歴史に関わる個人・剛体文ill:を所蔵する機関を別個に設置

できればよいが、同立大学レベルではそれは難しい。

考えられるのは、大学アーカイブズが国立公文書館等と歴史的文化的資料保存施設の指定

を同時に受けることである。歴史的文化的資料保存施設の指定制度は、すでに公文書管理法施

行前からあった。多くの大学アーカイプズは、独立行政法人等の保有する情報の公開に関する

法律（以下、「独法情報公開法」と略）と同法施行令に基づき、総務大臣から歴史的文化的資料

保存施設として指定を受けてきた。IKI立公文書館等たる大学アーカイプズが、同時に歴史的文

化的資料保存施設として機能することは可能ではないか。

現状では、II(I立公文許伽等とI樅史的文化的資料保存施設の指定を、全くlil一の組織が亜複し

て受けることはできないという行政指導がなされている。特定朧史公文lli等と歴史的文化的資

料がlil－機関で取り扱われることによって、特定歴史公文ill:等の迎川環境が低下することへの

憂慮からであろう。しかし、むしろ逆に、個人・団体文書を特定歴史公文書等として運用する

際にかかる負担が軽減される分、公文書に由来する本来の特定歴史公文書等に力を割くことが

できるのでないか。

さらにここには、公文書管理法が「歴史公文書等」や「特定歴史公文書等」の範囲を、どの

くらいの個人・団体文書にまで拡大しているのかという、根本的な問題がある。内閣官房公文

書管理検討室の室貝等によって糊さんされた逐条解説書（コンメンタール）によると、具体的

な例として「内閣総理大臣経験肴の手記等」が挙げられているが9)、IKI会IKI立図書館憲政資料

8）全腫l大学史資料協議会「研究叢i'l:｣(2000年～)、折田悦郎「国立大学におけるアーカイブの設置

とその機能」（｢京都大学大学文書館研究紀要」第1号、2002年ll)1)、平成16年度科学研究費補助

金（基盤研究(C)(1))研究成果報告書「大学所蔵の歴史的資料の祷械・保存ならびに公開に関

する研究」（課題番号16632004、研究代表者＝西山伸（京都大学大学文III:館助教授)、2005年3月)、

全IKI大学史資料協議会編III本の大学アーカイヴズ」（京都大学学術出版会、2005年)、小池聖一

「大学文:i!ｷ館論」（｢広島大学文il}館紀要」第9号、2007年3月、のち小池聖一「近代日本文ill:学

研究序説｣、現代史料出版、2008年、に所収)、鈴木秀幸「大学史および大学史活動の研究」(II本

経済評論社、2010年)、清水蒋仁「大学アーキヴイスト論」（｢京都大学大学文書館研究紀要」第8

号、2010年2月)、菅真城「大学アーカイブズ「新時代｣」（｢アルケイアー記録・情報・歴史一」

第5号、南山大学史料室、2011年3月)、清水善仁「アーカイプズにおけるアウトリーチ活動論一

大学アーカイブズを中心として－」（｢アーカイブズ学研究」第14号、2011年3月）などを参照。

9）「改訂逐条解説公文書管理法・施行令」（ぎようせい、2011年)、25頁。
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室などとの関係については、十分に明確ではあるとは言えない。

もちろん、公文杏の理解を助ける重要な個人・剛体文書を、しかるべく保存・公開すること

はきわめて重要である。しかし、個人．|､11体文辞の多くは、当該{IM人･l､il体固有のアーカイブ

ズとして存在しており、文書群を一括して保存することが原則であろう。重要度の高い部分だ

けをIKI立公文書館等が選択して、「特定膝史公文書等」として保存するということは、やはり好

ましいとはいえない10)。そうであれば、個人・剛体文諜の文書群全体を、IKI立公文書館等が所

蔵することになるが、それは公文書管III!法が要求する管理環境を維持するためのコストを琳大

させるのではないか11)o

第2節利用等規則の制定

本節では、国立公文ハ:館等の根幹規!lllである、利)|l等規則（名古雌大学では規程）について

述べる。

’五l立公文書館等の長は、公文書管理法第27条により、「利用等規則」を制定することが義務づ

けられている。利用等規則には、公文ilf管理法第15～20,23～26条に関わることを定めるとさ

れているが、これらの条文には、特定朧史公文書等の受け入れ、整理、保存、公開といった、

II(I立公文書館等の椚動の根幹となる事項のほとんどが含まれている。しかも、この利川等規llll

は、II(I立公文書館等の長が定めるとしながらも、制定には内閣総理大|;iのl'1意か必要とされる。

さらに内閣総理大臣は、公文書管理法第29条により、II1意を与えるには有識者からなる内閣府

公文書答理委員会に諮問する必要がある。このように、利用等規則にはきわめて重い位慨づけ

が与えられている。

ただ、国立公文wII:館は独立行政法人であるため、館長が定めるということでとくに問題はな

いが、その他の国立公文詳館等は、それを設侭する親機関の中の1部Ajにすぎない点が異なっ

ている。その場合、この利用等規則の性格を考えても、国立公文書館等の長が定めるとしてよ

いのかという問題が/|《じよう。

資料室を例にとると、資料室は名古膿大学の一部Ajであり、その規ｲII!は名占屋大学大学文ill:

資料室運営委員会および名古屋大学センター協議会の識をへて、最終的には総長と理事からな

る役員会によって正式に決定される。資料室では、この利用等規程の敢要性に鑑み、名古屋大

学の規程（平成23年3月28日規程第87号）として「名古屋大学大学文III:資料室利用等規程」（以

下、「資料室利用等規ｲII!」と略）を定めた12)。

そして、この利川等規則の制定にあたり、内|制総理大臣によって示されたのが、「特定朧史公

文il}等の保存、利jll及び廃棄に関するガイドライン」（平成23年4月lll、内閣総理大臣決定、

10)IKI立公文書館では、公文書管理法施行とII1時に、「独立行政法人国立公文III:館寄贈・寄託文書受入

要綱」（平成23年4月lH館長決定、ホームページで公表）を定めた。その「受入基準」のうち、

個人・団体文書に関するものと考えられる一と二を見ると、国政に関する砿要な情報が記録され

たもののみに限定している。解釈によっては、個人・団体文書を文書群全体として受け入れるこ

とを否定しているようでもある。

11）特定歴史公文ill:等における個人･ljl体文III:の問題については、前掲、小池↓{リー「公文書管fll!法に

おける「歴史公文III等」と「特定歴史公文iI｝等｣」が鋭い指摘をおこなっているので参照されたい。

12)広島大学と九州大学も同様であるが、東北大学、京都大学、神戸大学は「要項」として定めている。
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以下、「特定歴史公文ill等ガイドライン」と略）である。正式決定は公文書管理法施行とl'il時に

なされているが、実際には平成22年10〃の段階で、公文ill:管理委員会の談と9月のパブリック

コメント募集をへたガイドライン検討素案が関係機関に示された。

利用等規則の「規定例」と実務上の「留意事項」からなるこのガイドラインの内容は、きわ

めて具体的かつ多岐にわたっている。それだけに、このガイドラインがどの程度の拘束力を持

つのか、あるいはどの秘度を満たせば、I遮l立公文書飢等としての指定を受けられるのか、｜則係

者にとっては大きなllll胆である。しかし、ガイドライン案が示されてから公文書管fil!法施行ま

で､'2年ほどしか<、十分に縦論する余裕があったとは局えない。結局、II<I立公文書館をはじめ

とする国立公文書館等の利用等規則は、いずれも特定雁史公文書等ガイドラインの規定例の条

文にきわめて近い（ほとんどそのままと言ってもよい）内容になった。資料室利用等規程も同

様である。こうしてこのガイドラインは、利用等規職1の内容に対してきわめて強い拘束力を持

つものであるという雰州気が定着したように思われる。

しかも、詳しくは第2章でふれるが、特定歴史公文iil等ガイドラインか要求する条件は、と

くに規模が小さいアーカイブズにとってはハードルの商いものである。確かにガイドラインの

序文に、「施設において取り扱う特定歴史公文書等の称類、施設の規模、体制等を考慮する必要

がある｡」とあるものの、抽象的で解釈が難しい。

いずれにしても名lli雌大学では、資料室の利用に|則する規程として連ⅡIしていた名IIi雌大学

大学文書資料室利川規程（平成16年4月1日規程第223-り･）を廃止し、新しく名古屋大学大学文

書資料室利用等規程を制定した。内容は全く刷新され、条文の長さも従来の利用規程の3倍近

くにもなった。

第3節法人文書管理規則の改訂

本章の最後に、アーカイプズ機関に即した規則ではないが、重要な関連規則である法人文ilf

祷即規則（名古朧大学では規程）について述べる。

ここで問題となるのは、法人文書の符理プロセスにおいて、アーカイブズ組織（陸l立公文III:

館等）がどのように位lifづけられているのかということである。端的にいえば、法人文,ll:が歴

史資料として重要であるか否か(歴史公文書等であるか秤か）を評価選別するプロセスに、アー

カイプズ組織がどのように関わるのかという問題とも厨い換えられる。

公文書管理法施行前の名古屋大学法人文書衿理規税（平成16年4月111規程第36号、以下、

「旧文書管理規程」と略）および名古屋大学法人文書腎理規程施行細則（平成16年4月lll細

則第5号、以下、「lll文'II管理規程細則」と略）では、主に次の4点が規定されていた。①保存

期間が満了した法人文洲:は資料室に移管すること(III文III:符理規程第8条第1項)、②原課（､'1

該法人文書を作成・取得した組織）は半現用文書（保ｲf期lNjは満rしていないが、》'ililiは使111

しない法人文書）の保ｲfを資料室に依細できること(l'il条節3項)、③原課から移管された法人

文書の評価選別は資料室がおこなうこと（旧文書管理規秘細!lll第35条第1項)、④評illi選別の結

果、廃棄と決まった法人文苦は、資料室長が廃棄すること(I可条第2項)、である。

旧文書管理規程およびlll文書管理規程細則も、公文III:符理法施行をうけて新しく制定された

（名古屋大学法人文ill榊理規程（平成23年3月2811規程第85号)、以下、「新文書管理規程」と

略、名古屋大学法人文III:管理規程施行細則（平成23年3)128日細則第21号)、以下、「新文II管
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理規程細則」と略)。

そこでは、①から④のあり方に抜本的な改変が加えられた。A.法人文書の評価選別は、保

存期間が満了する前のできるだけIIlい時期に、移管基準に従って原課がおこない、最終的な判

|析（同意）は総括文書管理者（;‘僻務Aj長）が下すこと（新文III:1"|!規程第15条第1項および節

2噸)、B.総括文書管理者は判断を下す際、「資料室の専門的かつ技術的な助言を求める」こ

と(II1条第3項)、C、AおよびBにより移管と定めた法人文ill:の保存期間が満了したら、原課

は資料室に移管すること(liil条第4項、新文壽管理規程細則第33条)、D.AおよびBにより廃

棄と定めた法人文書の保存期間が満了したら、原課か総括文諜管理者に報告したうえで廃棄す

ること（新文書管理規程第15条第4項、新文書管理規程細則第34条第1項)、である。

すなわち、法人文書を評illi選別する主体が、資料室から原課（雌終判断は事務局長）に移行

し、資料室に移管される法人文『II:は、全部ではなく移管か決まったものに限定され、法人文III:

の廃棄も資料室長ではなく原課がおこなうことになった。

評111i選別の作業やその最終決定をおこなう主体が、資料室から原課・事務局長に改変された

のは、公文書管理法第5条第5項において、行政文書の評111i選別の主体が国立公文書館等では

なく「行政機関の長」とされ、法人文書もこれに準ずるべきとされた（第11条第1項）ことに

よる。また、これをうけて内閣府が文書椅理規則の規定例として示した「行政文書の答理に関

するガイドライン」（平成23年4)1111、内閣総理大臣決定）にほぼ従ったものである。

第2章文書史料の取り扱い

ここでは、名古屋大学大学文ill資料室（以下、「資料室」と略）を主な事例として、大学アー

カイブズに限らずあらゆるアーカイブズの根幹的機能といえる文昔:の受け入れ、保存、利用、

公開について、公文書管理法が大学アーカイブズに及ぼす影稗について述べる。

第1節受け入れ

本節では、大学アーカイブズ(I到立公文書館等）における文III:の受け入れ（移管、受贈、収

集など）および廃棄について、公文書符理法が及ぼす影禅について述べる。

なお、本節でいう「受け入れ」とは、前出の「特定歴史公文III等の保存、利用及び廃棄に|則

するガイドライン」（以下、「特定膝史公文書等ガイドライン」と略）でいうところの、受け入

れ後の措置（これについては次節で述べる）のことではなく、何を受け入れるのかという選択

の問題である。

（1）法人文書

すでに述べたように、公文割”'1法では、行政文書の評価選別は行政機関の長の権限とされ、

法人文書もこれに準ずるべきとされた。

つまり、｜却立公文書館等に評111i選別の権限はなく、内|別総理大臣に求めに応じ、歴史公

文ill等の適切な移管に必要な報佇や資料を提出したり、実地i淵査をおこなう（第9条第4

項）くらいのことでしか、評mli選別に法律上は関与できなくなった（独法等の設置するIKI

立公文書館等についてはそうした規定すらない)｡これは、公文書管理法の問題点の1つで
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あるが'3)、ここでは現行の法律を前提に話を進める。

さて、その一方で、前出の「行政文書の管理に関するガイドライン」（以下、「行政文書ガイ

ドライン」と略）では、原課の文書管理者が当該機関の総括文書管理者に評価選別結果の同意

を求めた場合、総括文書椅理者が国立公文書館に「必要に応じ」て「専門的技術的助言を求め

ることができる｡」（第7－1－（3））とされ、ここで同立公文書館が評価選別に関与できる道

が開かれていると考えられる。

それでは、国立大学を含む独立行政法人等についてはどうであろうか。行政文書ガイドライ

ンには、法人文書もこれに準拠せよとは書かれていない｡lﾉ1閣府からは、独立行政法人等の法

人文耆管理規則は行政文書ガイドラインを斜酌して制定せよとの指導があったが、それは独立

行政法人等の場合は裁賊の範|用が広いものとも解釈できる。

さて、評価選別への関与に関して、国立公文書館とそれ以外の国立公文書館等が決定的に異

なるのは、それ自体が独立行政法人である国立公文書館は、公文書管理法第5条第5項のいう

「行政機関の長」や行政文書ガイドライン第7－1－（3）のいう「総括文書管理者」が属す

る行政機関からは独立しているのに対して、国立公文書館以外の国立公文書館等はそうではな

いことである。すなわち、国立公文書館以外のI玉l立公文書館等は、行政機関もしくは独立行政

法人等の長と総括文ill符理者か属する機関が設置する。この場合、国立公文書館等は、設i尚機

関の長の指示を受ける立場であり、総括文書管理者についてもほぼ同様である。名古屋大学で

いえば、行政機関の長は総長、総括文書管理者は事務lj長（理事を兼務）にあたる14)。

国立公文書館等が、設世機関の長と総括文書管理者と全く同一の機関に属することは、IKI立

公文書館等の「技術的専IIIj的助言」がおこなわれやすい環境にあることを意味している。そこ

で名古屋大学では、前述のように資料室の総括文書椅理者への助言は、「必要に応じて…でき

る｡」のではなく、原則としておこなわれることとした。

次に、どのような法人文書を国立公文書館等に移管するのか、すなわち法人文書の移管基準

（評価選別基準）の|川題である。

行政文書ガイドラインでは、「別表第2保存期間満了時の措置の設定基準」において、「基

本的考え方」を示したうえで、「具体的な移管･廃棄の判断指針」が掲載されている。この1'1で、

独立行政法人等に面接|側係するのは､第17項目の｢独立行政法人等に関する事項｣のみであり、こ

れだけで原課が歴史公文書等を選定することは不可能である。したがって、独立行政法人等の

場合、別表第2の「基本的考え方」に示された4項目に該当する文書を国立公文書館等に移管

するための、独自の基準の策定か必要であろう。

名古屋大学では、第1章第3節で述べたように、公文書衿理法施行前は法人文書の評価選別

は資料室がおこなうこととされていたが、その作業はまだ1部にとどまり、学内の全ての非現

用文書を評価選別して保存するという段階にまで至っておらず、評価選別基準も検討中の段階

13）この問題点については、藤井譲治「｢公文書管理法」の成立をめぐって」（｢日本史研究」第568号、

2009年12月)、前掲、菅真城「公文書管理法と大学アーカイブズ」などを参照。筆者は、少なくと

もアーカイブズが原課と対等な立場と権限を持ち､評価選別に関与できるようにするべきだと考え

ている。

14）国立公文書館等を設侭した行政機関の総括文書管理者は、外務省は官房長、宮内庁は審議官をもっ

てあてるとされている。
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であった15)。そこで、平成23年度から施行した名古屋大学法人文諜管理規程（以下、「新文書

管理規程」と略）に、「別表第2（第15条第1項関係)」として「非現川文11}:の移管基準」を定

めたが、ここでは移杵文III:のきわめて大きなカテゴリーを示すにとどめた。そして実際の評価

選別作業は、「非現川文ll『の移管基準」に雑づき、原課に非現用文ill:の移欄:．廃棄に関する手

順書（｢非現川文ill:移符．廃棄手順｣）を提示することによっておこなってた。

この手順誉は、「名古膿大学文書管理プロジェクト」の議論に坐づいて、!ji務局総務部総務課

が立案し、総括文iII補’1端（事務局長）の承認を得て策定されたものである。筆者は、このプ

ロジェクトに資料室を代表して参画した16)｡

この手順書において、原課の文書祷理者（課長等）は文書管理担当荷（掛長．主任等）を指

揮して、「歴史公文lll:の選定について」に基づいて法人文書の保存期illl満了後の措置を判断する

ことになっている。この「膝史公文書の選定について」は、本稿執筆時点（平成23年9月）で

は、部局編（｢歴史公文IIド（部局）の選定について｣）を試行中である。この「歴史公文書（部

局）の選定について」は、きわめてシンプルなもので、教授会をはじめとする部局の意思決定

に関わる会議の記録に移管対象をほぼしぼっている。これは、多くの文ilFが本部と部局で重複

して保存されている現状に鑑み、部局でしか保存されていない文書以外は、本部保存のもので

確保しようという考え方による。

その意味では、本部の選定マニュアルか重要になる。当然、行政文III:ガイドライン別表2の

ように、全学共通の堆堆を提示する方法もあろう。名古屋大学では、全学共通の基準はきわめ

て簡略な大綱にとどめ、原課ごとに別個の選定基準等のマニュアルを示す方法を考え、事務局

総務部総務課と資料室が策定のうえ、現在試行中である。これにより、リド務職員の負担を減ら

すとともに、状況の変化に応じて選定基準を柔軟に変更できることが期待される。

さて、公文書管fil!法では、行政文書の廃棄は、行政機関の長が内'淵総理大臣の同意を得て実

施することを定めている（第8条第1項、第2項）のに対し、法人文III:については、具体的な

条文が設けられていない。その理由は、独立行政法人等の独立性･l'I律性を考慮し、その業務

内容や法人文書の内容等を斜酌する必要性が大きいからであるという17)｡

行政文書については、当該行政機関の総括文書管理者の同意のあと、さらに内閣総理大臣の

チェックという関門が設けられているが、法人文書にはそれがない。独立行政法人等の総括文

書管理者の同意が、即妓終判断ということになる18)。その意味でも、独立行政法人等が設置す

15）国立大学の法人文III:の評価選別については、平成17～19年度科学研究YI補助金（基盤研究(B))

研究成果報告,II:「大学所蔵の歴史的資料の蓄積・保存ならびに公|＃lに|則する研究」（課題番号

17320094、研究代表者＝西山伸（京都大学大学文書館助教授)、2008年）や、IKI立大学の法人文普

の生成過程から具体的に分析して体系化理論化したものとして、前掲、小池↓隅一「近代文書学研

究序説」の第三部「大学の文書・文書館」がある。

16）このプロジェクトは、名古屋大学の公文書管理法への対応を協議するため平成22年12月に発足し、

平成22年度は法人文II}:管理規程の全面改訂について審議した。平成23年度は文詳管理マニュアル

について審議し、その結果に基づいて総務部総務課が「文書管理の手引ファイル管理編｣を策定

した。総務部総務課、総合企画室、資料室の各担当者によって櫛成され、術士ゼロックス株式会

社かアドバイザーとして参岡した。なお、「非現用文書移管・廃棄手順」は、「文書管理の手引

ファイル管理糊」にも収録されている。

17）宇賀克也「逐条解説公文書等の管理に関する法律改訂版」（第一法規、2011年)、118頁。

18）これについては、前掲、菅真城「公文書管理法と国立大学アーカイブズ」を参照。
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る国立公文普館等は、より積極的に助言をしていくべきである。

（2）大学予算による刊行・印刷物資料

当該大学の予算によって発行された刊行・印刷物資料も、大学アーカイブズが受け入れる根

幹資料の一つである19)o

公文書管理法では、法人文書の定義から「官報、白書、新聞、雑誌、,ll:籍その他不特定多数

の者に販売することをll的として発行されるもの」を除外している（第2条第5項第1号)。し

かし、例えば名lli雌大学では、不特定多数の者に販売を目的として発行した文書などはほとん

どなく、むしろ不特定多数ではない者（例えば学生や職員）を対象とした、あるいは不特定多

数を対象としても販允を||的としない刊行・印刷物が大部分である。

当該独立行政法人等（､I1該行政機関）が発行した刊行物・印刷物盗料は、法人文書（行政文

書）を濃縮した存在ともいえ、その歴史価値はきわめて高いうえに、IRI立公文書館等が移管を

受けられる法人文il}の分吐には大きな限界があることを考えても、これらを保存することの重

要性はきわめて大きい。さらに、当該独立行政法人等（当該行政機関）が自らのことを外部へ

どのように説明しようとしたのかを知るという観点からは、独、の情報を持つ法人文書とも評

価できる。

こうした文ill:資料の多くの部分が、厳密には公文書管理法には規定されていないとも解釈で

きることは、再検討を要する問題であろう。

公文書管理法が第2条第5項第1号に挙げる文書（刊行物）のうち、》'1該独立行政法人等が

発行したものを法人文ill:から除外している理IIIは、これらの文諜はII(I立II(I会IxI蕎館法の規定に

よって国立同会|xl,ll:航への納入が義務づけられ（いわゆる納本制度)、適切な符理かなされたう

えで一般の閲覧に供されているからだという20)。

確かに、lfl立IKI会IxIIII:館法第24条によれば、「公用又は外国政府出版物との交換その他のIKI際

的交換の川に供するため」ということで、必ずしも国民の閲覧に供するためではないとはいえ、

独立行政法人等が発行するあらゆる出版物が納入の対象とされている。

ただその一方で、IKI立国会図書館が発行した『よくわかる納本制度」（平成20年6月版）によ

れば､「頒布のII的で相､11程度の部数が作成された資料」は全て納本の対象になるとされている

ものの、「募集要項やイベント案内といった個々の案内資料」は、簡易なものとして納本の対象

にならない。また、「学校全体の概要を示す要覧等」は対象となるとされているが、これは学部

ごとの要覧や学生便覧などは対象とならないとも読める。

さらに、これも『よくわかる納本制度」によると、大学出版物の納入率は、全体で80％弱で

あり、IKI立大学だけでいえばさらに低い。また'珂の機関では、市販されている資料の納入率は

90％だが、ili販されていない資料は46%であることを考えると、大学においても非IIj販資料の

納入率が低いことはほぼ確実であろう。そして少なくとも国立大学では、学生や職員に限定し

て配布した印刷物にも飯要なものが多いのである。

19)このような､I1該大学が発行する刊行・印刷物資料の重要性とこれにl則する盗料室の取り組みにつ

いては、拙稿「大学アーカイブズと「大学資料」（刊行物資料）一潴古雌大学における理論と実践

一」（｢名古屋大学大学文書資料室紀要」第14号、2006年3月）を参照されたい。

20）前掲、「改訂逐条解説公文書管理法・施行令｣、21，23～24頁。
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刊行・印刷物資料を公文書管理法における法人文書の定義に含めるのがよいのか否かはさて

おき、少なくとも法人文書に準ずる存在として位置づけ、重要なものはできれば国立公文書館

等へ確実に移符されるようなシステムをつくるべきである。とくに名11i雌大学の場合、いわゆ

る法人文害に由来する特定歴史公文書等はli(I立公文耆館等である資料案で保存されるのだから、

刊行物・印刷物資料も資料室か少なくとも学内の組織で保存されるのが合理的であろう。

いずれにしても名古屋大学では、公文評祷恥法施行後も資料室がこれまで通りに体系的な収

集をおこなっていくこととしている。

（3）個人・団体文書

本節の最後に、111il人・IJ1体文言ついて、公文}崎､理法の影響に11llして述べる21)。

ILI立公文壽館等による個人・団体文書を受け入れについて、行政機|卿や独立行政法人等の長

を決定主体とする条文は公文書管理法にはなく、行政文書ガイドラインにおいても総括文書符

理者の同意を決定要件とはしていない。また、特定歴史公文書等ガイドラインのB－2-(1)

には、国立公文書館等が、当該文書が歴史公文書等に該当するか否かを判断するとあるから、

国立公文壽館等が受け入れる資料を選択する権限を持っていると考えられる22)。

しかし、同時に公文脊管理法は、特定歴史公文書等の廃棄にあたっては、内閣総理大臣に協

議し、その同意を僻る必要があるとしている（鋪25条)。国立公文TII:等が受け入れれば、個人・

団体文書であろうとも特定歴史公文書等であるから、いったん受け入れれば廃棄することは41

実上できない。

もちろん、個人・卜n体文書は、すでに当該佃人・団体によって評価選別を受けつつ保存され

てきた存在であり、これを一つの文耆群としてみた場合、当該個人･l､11体以外の者が盗意的な

選別をおこなうべきではない。それでも、あらゆる手段を尽くしたうえであるならば、評価選

別をして部分的に廃棄するということもありうると筆者は考えている23)。

もし個人・卜11体文ill:を匡|立公文言館等が選別するとすれば、特定朧史公文詳等となる前、つ

まりI玉|立公文書館等か正式に受け入れる前におこなうしかない。それでも、行政文書や法人文

書のように全体のほとんどを廃棄し、国立公文将館に移管するのはごくわずかという事態は考

えにくい。個人・1,M体文書は、たとえ法人文ili:に由来する特定歴史公文普等を補う存在として

有効ではないとしても、それ以外の独自の歴史的価値がある。

そうなると、公文:諜館的な機能のみではなく、歴史資料館的な機能を合わせ持っている大学

アーカイブズにとって、膨大な個人・|11体文,llを特定歴史公文書等として厳密な保存環境の~1F

に置く必要が生じ、その負担が過大なものになるおそれがある。公文ilfにlll来する特定歴史公

文害等の保存環境にも悪影響を及ぼしかねない。

国立大学の場合は、121校史に関わる個人･l､n体文書に特化した独立した施設を置くことは、

21)大学アーカイプズにおける個人・団体文書の'受け入れのあり方については、拙稿「大学アーカイ

ブズにおける個人･I刑体文書（一）－収集・受け入れについての考察一」（｢名古屋大学大学文洲：

資料室紀要」第15-け、2007年3月）を参照されたい。

22）特定朧史公文ili:等ガイドラインの留意堺頂では、個人・団体文書が歴史公文書等に該当するか否

かの判断は、行政文苫ガイドライン別表第2の「基本的考え方」を踏まえるとしている。

23）前掲、拙稿「大学アーカイブズにおける個人・団体文書（一)」を参照。
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現実的には難しい。また、当該大学の附属図書館や博物館が、古文書や地域の歴史資料を保存

する能力を持っている場合は、そこが所蔵することも1つの方法ではある。ただ、大学アーカ

イブズの機能が、所蔵資料を活用したさまざまな事業へ拡大していることを考えると、個人・

団体文書も大学アーカイブズが所蔵するのか理想である。

しかし、第1章でふれたように、国立公文III:館等の指定だけをうけた大学アーカイブズが個

人・団体文書を受け入れることは問題もある。大学アーカイブズを2つの組織に分けて、同立

公文書館等と歴史的文化的資料保存機関の2つの指定を受けるか、あるいは大学アーカイブズ

を附属図書館や博物館等の一部とするのが、当面は合理的かつ現実的であろう。ただ後者の方

法では、アーカイブズ（文書館）が社会的に認知された社会ではともかく、日本ではアーカイ

ブズの存在が埋没してしまうのではないかとの危‘|具はある。

第2節整理と保存

本節では、大学アーカイブズにおける文書の整理と保存のあり方が、公文書管理法に基づく

国立公文書館等に指定されたことにより、どのような影響を受けるのかについて述べる。

特定歴史公文書等ガイドラインによれば、雁l立公文書館等は歴史公文書等が原課から移管さ

れた場合、原則として1年以内に、①「くん蒸その他の保存に必要な描個｣、②識別番号の付与、

③利用制限の事前審査、④U録の作成、をおこなうものとされている。

①は、IPM(総合的有客生物管理）などによって新しく虫害等が発生させない措置をした

としても、受け入れ前から害虫やカビが発生していたのでは効果が半減してしまうので、一度

は害虫やカビが完全にない状態にすることを想定しているものと思われる。

しかし、「くん蒸」等を厳密におこなう設備を備えた書庫を用意するには、相当な経費かかか

る。実際公文書管理法施行と同時に国立公文書館等の指定を受けた9施設のうち、利用等規

則に「くん蒸」の言葉を入れたのは、大学アーカイブズ以外の3施設と、大学アーカイブズで

は九州大学大学文書節のみであった。

大学アーカイブズのうち4施設が、具体的な方法は示さず、虫害やカビの除去に必要な措悩

をとると明記するにとどまった。資料室も、「防虫、カビ等の除去、簡易な修復その他の保存に

必要な措置」とした。くん蒸の施設を備えていない以上、そのつど適切な方法をとるとしか書

けないのが現状であろう。

そのようななかで、広島大学文書館が「冷凍処理その他の保存に必要な処置」と明記したこ

とは注目される。業務川の冷凍庫によって殺虫等を実施するとのことだが、オゾン層の破壊や

人体への悪影響の問題がクリアできることもあり、成功すれば1つのモデルになるかもしれない。

②から④については、前出の名古屋大学大学文書資料室利用等規程（以下、「資料室利用等規

程」と略）も特定歴史公文書等ガイドラインの規定例を踏襲している。

④については、特定歴史公文害等ガイドラインのB－7－（1）に、必要な9項目か明示さ

れた。資料室では、「オンライン資料検索システム」をホームページで公開しているが、これま

でこのシステムに全く掲載してこなかった情報は、「利用することができる複製物の存否」と

「利用制限の区分」である。幸い資料室のシステムは、使っていない備考柵が予備としてあっ

たので、これを用いることで対応できた。

以上の①、②、④については、受け入れ後1年以内におこなうことは、法人文書に限ればそ
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れほど難しくはないだろう24)｡問題は③である。

この事前審査は、利用肴がすみやかに希望する文書を利用できるようにするための措間とし

て重要である。しかし、「全部利用｣、「一部利Ill｣、「利用不可」のいずれにあたるのかを判定す

るにはかなりの手llllがかかる。また、「一部利川」であることが分かったとしても、どこに利川

制限事項かあるのかを典体的に明らかにし、マスキングや封などによって利ﾉll者が見られない

ようにする処慨をしなければ、すぐに利用に供することはできない。特定歴史公文書等ガイド

ラインでは、利川頻皮が商いと予想される文書については、全ての群介を済ませておく必要が

あり、そうでないものもIII能な限り済ませるよう求めている。

さて、個人．,､11体文ルについては、①から④のうち、③の事前審査は必要な措置に含まれて

おらず、①、②、④のｲﾙli'iのみおこなえばよい。

しかし、単年度に1%(課から移管されてくる法人文書、あるいは大学f算による刊行物は、一

定の基準を用いれば姉年度ほぼ一定量であるのに対し、個人・団体文III:はいつどれだけの寄

贈．寄託希望があるのか予想できないという大きな違いがある。

法人文書の場合は、現川文書であれば独法情報公開法に基づく情報開示によって閲覧できる

ところを、非現用文III:になって国立公文書館等に移管されたために閲覧できないという状態は、

少しでも短い方が望ましい。したがって、移符から排架まで原則’年以内という特定歴史公文

書等ガイドラインの規定はきわめて妥皇I1である。しかし個人・'､11体文!II:の場合は、もう少し柔

軟であってもよいのではないかと考える。

本節の最後は、特定雁史公文書等の物理的な保存環境の問題である。具体的な基準について

は、特定歴史公文III:等ガイ,ドラインの規定例ではなく、留意事項に'ﾘj記されている。

温湿度は、「洲度22℃、卜ll対湿度55%に設定」とされている。これは「|KI宝．重要文化財の

公開に関する取披!)噸」（､Iz成8年7月1211文化庁長官裁定）を参考にしたものだという。温湿

度をワンタッチで設定できる設備があれば簡単だろうが、温度はともかく、湿度を一定に保つ

設備は高価である。在料室では、特定歴史公文書等の専用書庫のlili賊をカバーできる加湿機、

除湿機を購入し、湿度を一定に保てるよう調整する方法しか現状では難しい。ただ、その調整

の記録をとっておけば、2年目からはいくぶん楽になるだろう。

照明については、「蛍光灯は紫外線除去されたもの使用」（｢アーカイプズ資料の展示に関する

ガイドライン｣、IKI際公文詳館会議温帯気候における資料保存に関する委貝会2007年を参考）と

されているが、これは現状の蛍光灯に紫外線をカットするカバーを取り付けることで比較的安

価にクリアできた。i,'ifi}の徹底は、「排気を出さない高性能フィルターを使川した掃除機によ

り、週，回の頻度で全III:1!ドのクリーニングを実施」(I『1前ガイドラインを参考）とあるが、これ

については週ll''lのh'油}はともかく、しかるべき掃除機は用意できていない。

物理的な保存環境のIhiで肢もガイドラインの記述か厳しいのは、ii'i火設備である。「イナー

ジェンガス等による1,Imbii'i火設備を設澄」(ISO11799:2003情報及びドキュメンテーション－

記録保管所及び|xlill察賓料のための文書保椅要求事項）とあるが、お古雌大学の現状ではこう

24）ただし資料室の場合、ill:庫が十分に確保できない等の理由から、法人文ルの原課からの移管はご

く一部にとどまっていた。それが平成23年度か.ら一気に進んだため、これらを短期間で措置する

ことは大変な作業である。
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した設備を用意することはきわめて難しい。これを義務づけるのであれば、政府から財政的措

置が必須である。資料室では、炭酸ガス噴射式の消火器（使用時に特定腰史公文書等を傷めな

いため）を設悩するにとどまっている。

第3節利用手続き

ここでは、利川に|卿わる事項のうち、利川手続きの問題にしぼって述べる。

すでに述べたように、II(I立大学アーカイブズは、独法情報公開法とl'1法施行令に基づき、総

務大臣から歴史的文化的資料保存施設として指定を受けてきた。しかし、その指定を受ける要

件において、利lll手統きについては、「当該資料の利用の方法及び期間に|則する定めが設けられ、

かつ、当該定めが一般の閲覧に供されていること｡」とあるのみで、典体的な要件は全く明示さ

れていなかった25)oしたがって、国立公文ill:館や大学アーカイブズは独I'lに利用規則を定め、

利用に関する手続き等をおこなっていた。

これに対し、公文ilド符理法では、特定歴史公文書等の利用について第16条から第27条までを

割き、それをうけて、特定歴史公文書等ガイドラインにおいても詳細な記述がなされている。

従来の国立公文III煎やその他の文書館における公文書史料の利用は、極論すれば国や独立行

政法人等の任意による、言わばサービスにすぎなかった。しかし、法施行後においては、特定

歴史公文書等の利川はII(I此の権利(請求権）となり、国の行政機|則や独立行政法人の義務となっ

た。これにより、利川に|卿わる諸事項はきわめて重要となったのである。

公文書管理法施行以前においても、現用文書であれば、公文番の閲覧は|I(I民の権利として定

められていた。行政機|則情報公開法および独法行政公開法に基づく、怖鞭開示請求権である。

今回の公文書符理法によって、現用文書だけではなく非現｝W文書の利111も請求権の対象となっ

たという見方もできよう。

公文書管理法施行前において、資料室所蔵文耆の利用について規定していたのは、前出の名

古屋大学大学文IIド資料･宗利川規程（以下、「資料室旧利用規程」と略）であった。利用手続きに

ついては、所定のIII込III:を提出して資料室長の許可を得ることしか述べられておらず、具体的

な手順についての規定はいっさい明記されていなかった。‘

これに対し資料室利川等規程では、きわめて具体的に手続きの〃法が述べられている。とく

に、利用制限執llに関わる第三者に対する意見提出機会の付与（第14条)、利用請求から利用制

限事由の審査をへて利川決定をするまでの期間の制限など（第15条)、利Ⅱl決定の通知（第16

条)、利用の方法（第17条)、写しの交付の方法等（第19条)、手数料（鋪20条)、異議申し立て

（第21条）は、衝料挙lll利用規程では全くなかった項目である。

これらの手統きを、全ての特定歴史公文謁等についておこなうとすれば、請求が重なった場

合は業務に支|噺がlllる可能性がある。また、利用請求から利Ill決定まで時IIIIがかかるようでは

（原則30Ⅱ以内だが､If､%な理由があれば延長可能)、利用の促進どころかIIII窯になりかねない。

25）公文書管即法施行liiの独法情報公開法施行令第2条。公文書管即法施行後は、この歴史的文化的

資料保存施設を指定する権限は内閣総理大臣に移され、その要件も公文,ll:管理法施行令第6条で

規定されるようになったが、資料に掲載されている個人情報の漏えい防止に関する条文が追加さ

れたほかは、内容はほぼ同じである。
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もっとも、第三荷に対して意見提出を求めることや異議申し立てへの対応といった事態はまず

稀である26)oまた、利lll制限事由の存否について事前審査がおこなわれていれば、利用請求権

によらない簡便な方法による利用が可能である27)o

それでも、伽ii群介および一部利用に必要な描置かおこなわれていなければ、30日とは言わ

ないまでも、来室､1111のうちには閲覧できないIII能性もある。しかし、全ての特定歴史公文jII:

にそれらの措悩をすることはかなり難しい。描置からもれた文III:については、利用が不便にな

るかもしれない。また、寄,哨．寄託された特定歴史公文書等（つまり11kl人･lⅡ体文書）につい

ては、事前審査が義務づけられておらず、閲覧の不便がさらに尚まるI1I能性がある。このこと

からも、個人．,､11体文111:を特定朧史公文書等として国立公文書館等が抱え込むのは望ましくな

いといえる。

資料室IH利用規ｲ111においては、その第4条に「利用者は、資料に含まれる情報を利用するこ

とによって著作権、プライバシー等第三者の権利利益を侵害したときは、その一切の責任を負

うものとする｡」とあり、利用者が閲覧・複写した文書を使用することによってトラブルが発

生した場合は利用荷の1'l己責任であり、資料室は責任を負わないとしていた。しかし、特定歴

史公文書等の利川が諭求権となったからには、資料室もその責任を負わなければならなくなっ

た。利用制限制llの存否に関する作業は、公文書管理法施行前より'K叩にならざるをえず、作

業に要する時'Njも州大することか予想される。

また、日常的な梁務に,財して、意外に問題が生じるのが写しの交付とその手数料である。公

文書管理法施行前の涜料室lll利用規程には、複写．撮影の方法や手数料に関する具体的な記述

は全くなかった。実務的には、分量が少ない場合は資料室にある巡子式コピー機で複写しても

らう（あるいは資料室のスタッフが複写する）が、分量が多い場合は利川荷にデジタルカメラ

で撮影してもらうことにしていた。葹子式コピーについては、手数料や利川料は徴収していな

かった（徴収するﾙﾘ庇も設けていなかった)。

しかし、公文III:W'l!法施行後は、そういった,慶昧なやり方は許されず、分III:の多少に関係な

く、一定の算定方法に雌づく手数料を、実鷲の範閉内で請求しなければならなくなった。その

手続きは、具体的には省略するが、少なくとも名古屋大学の現行の規定においては複雑な手順

を踏まなければならない。複写や撮影を業者に依頼する場合はなおさらである。また、国立公

文書館などの大きな施設では、複写や撮影をする業者が常駐し、一度に扱う物件も多いので、

単価を安く抑えられるのに対し、大学アーカイブズのような小さな施設では、手数料の実費が

きわめて高くなってしまう。資料室を含め、’I《I立公文書館等に指定された多くの大学アーカイ

ブズが設定した手数料では、場合によってはアーカイブズ側かかなりの負担を強いられるⅡ'能

性がある。

実際には、デジタルカメラによる撮影は写しの交付にあたらない（閲覚の範鴫）ことから、

多くの場合はこの〃法を奨励して事なきを得ている。しかし、国民の椛利である以上、デジタ

26）第10回公文ill:符即委U会(2011年9月9111;MIIM)の配布資料2によれば、公文ill管理法施行後5カ

月間において、IKI立公文IIf館等に対する異議申し立ては1件もない。

27）前注の資料によれば、IKI立公文書館では、公文書管理法施行後5カ月間の利用のうち、全体の96%

以上（文諄1点を1件とカウント）が簡便な方法による利用である。
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ルカメラによる搬影を強いることはできない。手数料のあり方については、近い将来の見直し

が必要であると考える。

第4節利用制限

本節では、特定朧史公文苔等の利用制限について、公文耆管理法施行の影響を述べる。なお、

公文書管理法施行liiにおける大学アーカイブズの利用制限（公lIMﾉ牒準）についてはすでに拙稿

で論じたので、それも参考にされたい28)。

公文書管即法第16条では、特定歴史公文書等は利用請求者に利Ⅱlさせることを原則としなが

らも、利用を制限する場合について列挙している。資料室利用等規程において、特定歴史公文

書等の利lll制限リリlllは第11条第1項にうたわれている。この内容は、公文il州蠅法第16条のう

ち、法人文詳に関わる事項を抽出して規定したものである。

資料室利用等規程第11条第1項のうち、第2号（寄贈者・寄託者が付けた公開制限期間が経

過していない場合）と、第3号（原本を利用すると破損や汚損のおそれがある等の理由で、原

本が利用できない状況にある場合）については、資料室旧利用規程にも同様の規定があったの

で割愛する。問題は第1号である。

第1号イは、独法情報公開法第5条第1号に掲げる情報が特定歴史公文脊等に記録されてい

る場合、第1号口は独法情報公開法第5条第2号または第4号イーハ、もしくは卜に掲げる情

報が特定歴史公文III:等に記録されている場合としている。

第1号イは、個人に関する情報である。当該個人の権利利益を侵群するか否かは関係なく、

当該個人が特定される11'i報であれば全てが該当する。ただし、法や'慨行によって公になってい

る（公になる予定の）怖報、人の生命・健康・生活や財産を保謎するため、公にすることが必

要であると認められる怖報、､I1該個人が公務員や独立行政法人等の役u・職員の場合の職務遂

行に関わる情報、は除くとされている。

第1号ロは、大きく2つに分かれるolつは、法人や団体の情報または事業を営む個人の当

該事業に関する情報のうち、公にすることによって法人や個人の権利・利益や競争上の地位が

害される場合か、当該情報を公にしないことを条件に提供されたものである。もう1つは、国

や地方公共剛体、独立行政法人などの事務・事業に関する情報のうち、公にすることによって

当該事務・事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるものである。

これらの利用制限約llの参照条文である独法情報公開法第5条とは、情報開示請求に対する

開示義務を規定したものだが、実際にはその条文のほとんどは不|刑示怖報を列挙する内容に

なっている。公文i'l:":理法の利用制限事lllが、独法情報公開法第5条の不|｝M示情報と異なるの

は、独法情報公開法第5条第3項と第4項ニーヘが公文書管理法の利川制限事由に入っていな

いことだけであり、かなりの部分が重複している29)。

その重複部分は、ごく簡単にいうと、個人に関する情報と個人や|､ll体の権利利益に関する情

28）拙稿「大学アーカイブズの文書公開基準とその諸問題」（｢名古墜大学大学文1II資料室紀要」第16号、

2008年3月)。

29）第3項は、これを利用制限事由に入れてしまうと、会議における縦蛎録等の重要な特定歴史公文

書等の利用が著しく制限されるおそれがあるので、利用制限事由から除外したのは妥当な措置と

いえる。
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報である。これらの情報については、独法情報公開法に雑づく法人文書（現川文III:)の開示も、

公文書管理法に雄づく特定歴史公文III等（非現用文書）の'；M示も、同様の利Ⅱ'制限がなされる

ことになった。

公文書管理法施行前においても、この状況は実態的には'‘'じであった。ただ現実には、国立

公文書館利川規則においては、いわゆる30年原則を適用し、作成・取得後30年を経過した行政

文書については、「個人の秘密」（プライバシー）に限って利川を制限していた。しかも、「利用

を制限することができる｡」という衣呪か使われており、利川{liI限事山に挙げられているから必

ず制限しなければならないわけではなかった。資料室lll利川規程も、この国立公文ill館利用規

則に準拠して作成されていた。

しかし、独法情報公開法には、30年を経過したからといって不開示情報の範朋を縮小してよ

いとは一言もうたわれていない。前述のように、資料室は総務大臣から歴史的文化的資料保存

施設としての指定を受けていたが、それには独法情報公IIM法施行令第2条第3り．、さらに具体

的には独法情報公開法第5条の，部で規定されている不IIM示情報以外には利川制限をおこなっ

ていないことが条件になっていた。逆にいえば、独法情報公開法第5条の一部に規定された利

用の制限をおこなうべきであるとも解釈できるのであって、30年原則を適用したIKI立公文書館

利用規則の法的雅盤が決して強間なものではなかったことは、すでに拙稿で指摘したところで

ある30)｡

そして、公文il『管理法第16条には、特定歴史公文書等の利川制限事由について、「時の経過を

考慮」をしなければならないとあるものの、30年原則については、公文書管理法の成立に際し

て衆議院内閣委貝会および参議院内'淵委員会が決議した「公文書等の管理に関する法律案に対

する附帯決議」に、特定歴史公文III等の「利用制限は原則として30年を超えないものとすべき

とする「30年原則」等の国際的動li'l．'WI行を踏まえ、必要岐小限のものとすること｡」という一

文が盛り込まれるにとどまった。

極論すれば、公文書管理法の解釈の仕方によっては、100年、200年を経過した特定歴史公文

書等が利用できなかったり、マスキングや封だらけの状態で利用せざるを得なくなるような可

能性を残したといえる。

もっとも、内,淵府によるコンメンタールによれば、第16条に定められた利川制'拠り#lllは、「利

用を制限することのできる情報の要件を定めるものである｡」とされている31)｡これを素直に

読めば、これらの利用制限事由は、制限しなければならないのではなく、場合によっては制限

する、ということになるだろう。

しかしながら、特定歴史公文書等ガイドラインには、利川制限事由に該当するものは全て制

限せよ、とはill員かれていないが「できる」という言葉も使われていない。実際、公文灘符理法

施行後のII(I立公文il}:館利用等規!lllにも、その言葉は使われていないし、資料室利川群規程も同

様である。使えなかったとも言えるかもしれない。

それでも、作成・取得されてから30年が経過していない特定歴史公文書については、そもそ

も匠l立公文ilf館等に移管される歴史公文書等のうち、とくに重要な文書は保存期間が30年の場

30)前掲、拙柵「大学アーカイブズの文III:公開基準とその諸間迦｣。

31）前掲、「改訂逐条解説公文ilド符fll!法・施行令｣、69頁。
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合が多い。特定歴史公文書等の利用制限事由が、個人に関する情報や個人・団体の権利利益に

ついては現川文iil:の不開示情報とほぼ|可じであっても、それほどの影禅はないと思われる。

ただ、現用文III:と非現｝|1文苦の違いはあれ、30年を経過していない文III:の開示や利用の制限

に関わる判断堆準は統一･されるべきであろう。そこで、資料室が策定した「名古屋大学大学文

書資料室の保有する特定朧史公文寺等の利用制限に関する審査韮準」（平成23年4月1H)32)で

は、作成・取得後30年を経過していない特定歴史公文書等については、「名古屋大学の情報公

開における開示・非|；H示の審査基準」（平成16年4月1日基準第1り･)に準拠することにした

（公文書管理法が定める利用制限事由に含まれない事項は除外)。そして、名古屋大学大学文

書資料室運街委u会帆''l委員会細則（平成16年6月28日細則第27号）を改llそして資料室の運営

委員会に資料公ljH!lil''l委ll会を新設、その委貝を名古屋大学'i,'i報公IM・11#I人情報保護審査委貝

会委員か兼務できるようにした。

さて問題は、作成・取得されてから30年が経過した特定歴史公文ill:等である。

前述のように、公文ill:符理法の本文には、特定歴史公文書等の利川に30年原則を適用する条

文は盛り込まれなかった。しかし特定歴史公文書等ガイドラインには、利用等規則の規定例c

－2－（2）．（3）として明記された。特定歴史公文書等に記載された情報が利用制限事由に

あたるか否かを'ﾘ断する場合、「行政文書（法人文書）として作成又は取得されてからの時の経

過を考慮」し、考噸にあたっては「利)ll制限は原則として作成又は収ｲ1卜されてから30年を超え

ないものとする巷え〃を路まえるものとする｡」とされたのである。

しかし、これをうけたliilllの「名古屋大学大学文書資料室の保ｲ1.する特定歴史公文書等の利

用制限に関する群杏堆準」では、作成・取得後30年を経過した特定職史公文辞等については、

別表を参考にして判断するとしか書かれていない。

この別表は､｢独'従行政法人|正l立公文詳館における公文書符理法に雌づく利川請求に対する処

分に係る審査J!鳴準」（平成23年4月lll、館長決定）の参考別表「30ｲドを経過した特定歴史公文

壽等に記録されている{ikl人情報について」に倣ったものである。この参考別表は、基本的には

公文書管理法施行前のIKI立公文書館利用規則の別表をベースにしており、施行前とほぼlbl様の

基準で利用制限がなされると考えてよいだろう。

ただ、この別表が利Ⅱj等規則にではなく審査基準に添付され、しかも「参考」とされたこと、

また利用等規則における利用制限に、前述のように「できる」という表現がなくなったことが、

特定歴史公文I!}等の利川にどのような影響を及ぼすのか。これは注視すべき重要な問題である。

さらに、個人・'､jl体文:III:の場合はどうか。実際の業務経験を通じて、これからさらに議論を深

めるべきであろう。

第3章国立公文書館等の設置の是非をめぐって

前章まで、公文舟:":III!法に基づくIKI立公文昔館等に指定されることによって、大学アーカイ

ブズがどのような影郷を受けるのか主な論点について述べてきた。

32）この審査基準は、特定歴史公文書等ガイドラインの留意事項に、策定と公表の必要性が明記され

ている。
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そうなると、そこまでして|'<|立公文言館等の指定を受ける必要があるのかといった疑問も

生じるだろう。実際、公文洲:杵即法施行時に国立公文ill:館等を設置したII(I立大学は、86大学の

うちわずか6大学にすぎず33)、lKI立大学以外の独立行政法人等に至っては||本銀行だけである。

ここでは、この問題を考える一助とするため、国立大学か催I立公文書館等を設置しなかった場

合にうける影響について、簡単に整理してみたい。

同立大学か国立公文書館等を設置しない場合、雌も危倶されるのが歴史的に重要な法人文書

の散逸である。公文書管理法では、保存期間が満rした法人文書は、廃棄するかI玉I立公文書館

等に移符するかという2つの選択肢しか許されていない｡l玉|立公文書餓呼に移符することかで

きなければ、必ず廃棄しなければならないのである。

国立公文書館が、全てのIKI立大学（あるいは独立行政法人等）の法人文諜史料（ここではあ

えて「歴史公文書等」とは言わない）を受け入れる川意があるのなら、問題はある程度解決す

る。しかし、国立公文書館にその余裕はまずないと思われる。

ここで問題となるのが、II(I立大学の法人文書のうち、どの範囲をもって膝史公文書等とする

かである。歴史公文書等を選ぶjIL準については、行政文諜ガイドライン別表第2があるものの、

そこに独立行政法人に関わる4I項は、第17項'二｜「独立行政法人等に関するリリ項｣、具体的には

「中期ll標の制定又は変更に関する立案の検討その他の重要な経緯」と、li<|立大学法人法その

他の法律の規定による「報告及び検査その他の指導監督に関する重要な経緯」しかない。これ

では、名.占屋大学でいえば、蚊も重要な意思決定に|則わる役員会や教育研究評議会、教授会な

どの記録すら、ほとんど移符対象にならない。移杵できないとすれば廃棄しなければならない

のだろうか。

実際には、当該大学がおこなう年史編さん等に必要な法人文書は、広義の業務に用いるもの

と見なし、無期限保存文書として運用するという方法が考えられる。しかしこの方法は、次の

4つの点で問題がある。

1つには、そうした法人文iII:が確実に保存できるかという問題である。公文書管理法は、

法人文III:の集中管理を理念としているが、現在のII<|立火学の財政状況等を考えると、全学共用

の'l'llll保管庫を設置することは雌しい･実際には、文ili:特即の実務は原課に委ねられるだろう。

しかも原課の文耆管理担当背は一般に2～3年で交代する。こうした状況で、年々増えていく

法人文諜史料が散逸する可能性は、決して無視してよいものではない。また、行政文書ガイド

ラインには、行政文書の保存環境に関する記述はなく、重要な法人文書史料の物理的ダメージ

も危棋される。もちろん、大学アーカイブズ（国立公文書館等の指定を受けていないと仮定）

が設li'iされている大学では、こうした法人文書を現川のままアーカイブズに「移動」（移管では

ない）し、そこで集中管III!するという方法も考えられる。しかし、アーカイブズを設置してい

る国立大学は少数派なのが現状である。

2つには、年史編さんが終わった後の問題である。法人文書を保存する鋤llか年史編さんで

ある以上、それか終わったからには廃棄するのが当然と言われれば反論は難しい。しかし、そ

れが正しいか否か、引用された史料によって第三粁が検証できないような歴史叙述に何の価仙

33）笑|際には、施行と同時の設|冊は兇送ったものの、これからの設置を検討している国立大学も少な

くないようである。
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があるのだろうか。その意味で、年史編さんが終わったら法人文書を廃棄するなどというのは、

全くの論外である。

3つには、I玉I民による利用の不便の問題かある。法人文書史料を原課や'五l立公文壽館等では

ないアーカイブズで保存する場合、それらは法的には現用文書であるから、その公開は独法怖

報公開法に基づく情報開示請求によることになる。そうすると、前述のように、その利用制限

の範囲（不開示情報の範囲）は、公文書管理法に基づく特定歴史公文書等の場合よりも広くな

る。さらに、独法情報公開法の不開示情報については、特定歴史公文書等ガイドラインのよう

な「時の経過」の考噸はなされないから、100年、200年が経過しても、かなり幅の広い利用制

限が課せられかねない。とくに個人に関する情報についてそれが脳峨:になるだろう。

4つには、公文:洲:符理法の理念の問題である。そもそも公文書梢:III!法は、原課が業務に必要

ないものをいつまでも現用文書として抱え込むことなく、すみやかに|'<I立公文書館等に移管し

て、歴史資料として永久に保存していくことをめざしている。保存期間に永年保存のカテゴ

リーがなくなったのも、その脈絡で理解できよう。一般業務には必要なくなった歴史的に重要

な法人文書を、いつまでも現用文書として原課にとどめおくことは、公文書管理法の理念に合

致するものとはいえない。

公文書管理法施行前までは、大学アーカイブズで、もしアーカイブズが設置できなければ、

附属図壽館などのI樅史的文化的資料保存施設として指定を受けた組織で､法人文書史料を保存・

公開することがﾛJ能であった。それが施行後は、歴史的文化的資料保存施設よりも指定の条件

が厳しい国立公文書館等で保存・公開するという選択肢と、歴史的文化的保存施設よりも良く

ない条件で保存・情報開示するという選択肢しかなくなった（廃棄は論外として)。国立公文

書館等に移管できなかった法人文書史料は、施行前よりも良くない条件下に置かれることに

なったのである。これは公文書管理法の趣胃にかなっているのだろうか。

ここで本章の妓初のllllいにもどる。国立大学の法人文書のうち、どの範囲をもって歴史公文

書等とするのだろうか。

筆者は、年史を柵さんするために必要な範洲の法人文書も、公文書符理法における歴史公文

書等に値すると考えている。我が国の高等教育や学術研究の歴史をひもとくに、文部科学省の

行政文書を確実に保存すれば足りるとは到底思えない。しかも国立大学は、ほぼ例外なく地域

の高等教育・学術研究のセンターであり、その歴史の編さんに必要な史料は、庇l民でもある地

域住民にとってきわめて重要な財産なのである34)。その意味では、IKI立公文書館が国立大学の

特定歴史公文書等も受け入れればよいという単純な問題でもない。

ただ、いずれにせよ、こうした基準で選定した歴史公文書等はかなりの量となろう。抜本的

な解決策としては、IKl立公文書館や国立公文書館等に対する財政的措悩が重要であることは言

うまでもない。I1本の財政事情から､それは非現実的だという反論もあろうが､日本が長くアー

カイブズ後進国であった背景の1つは、その分野に十分な財政的支出をおこなうことを怠って

きたからでもあり、現在はそれを埋め合わせるべき時である。

それでも、これからしばらくは東H本大震災の復興にも意を用いなければならず、財政的措

34）名古屋大学は、これに加えて日本の基幹的総合大学の1つとして自らを位置づけており、国立公

文書館等を設置する大きな理由になっている。

－66－



公文i¥管理法の施行と大学アーカイプズ（堀Ⅱ1)

i筒は無理だと言われるかもしれない。そうであれば、次諜かつ暫定的な策ではあるか、法人文

書の保存期間満了後の措悩に、第3の選択肢を設定すべきであると考える。

つまり、現在のIKI立公文書館等の指定条件を緩和した、いわば第2のIKI立公文詳館等の制度

を設け、法人文III:にIII来する特定歴史公文書等をそこで保存・公開できるようにすることであ

る。あるいは、現在の朧史的文化的査料保存施設の指定条件を厳しくした、第2の歴史的文化

的資料保存施設のllill度を設けてもよいかもしれない。

いずれにしても、できるだけ多くの独立行政法人等が、法人文il;:史料をli(課ではない組織で

適切に保存・公IMできる環境を幣備することである。そのうえで、現在のIKI立公文書館等のよ

うな厳しい基準による指定を受けるかどうかは、その独立行政法人等が、財政，"情や自らの歴

史にどれだけの|'I負や誇りを持っているかによって判断すればよいだろう。

おわりに

以上、公文諜管珊法によって、IKI立公文書館等として指定された大学アーカイプズが受けた

影響について述べてきた。

公文書管理法は、朧史的な公文il}:の砿要性を、公文書櫛即の一環として位慨づけたという意

味で、大学アーカイブズにとってきわめて大きな意義を持つ法律である。この懲義は、いくら

強調してもしすぎることはない。

ただ'剛時に、大学アーカイブズが歴史的に重要な非現川文ili:を正式に取り扱うにあたっては、

II(I立公文書館等の指定を受ける必要が生じ、多くの業務が実務Iniにおいて課されることに

なった。

それらは、本文で述べたように、ソフトの面、ハードのlili、いずれも多lllfにわたる。国立大

学への運営甜交付金が年々削減されているなか、国立公文11$館等の指定にともなう財政的措置

がなされなかったこと、現行制度は小規模な国立公文書館等への想定が必ずしも十分とはいえ

ないことから、とくに個人・団体文蒋も特定歴史公文書等に含めざるをえない場合には負担が

さらに増大し、利lll荷の不利益になる可能性すらある。それにもかかわらず、大学アーカイプ

ズによる法人文ill:の評価選別（歴史公文書等の選定）への関与については、独立行政法人等の

独立性に鑑み、公文III祷理法における法人文書の位置づけが行政文書とはやや異なることから、

より積極的な取り組みが必要だと考えられる。その意味で、l'il立公文il『館等における個人・団

体文書の位i謝づけには十分な考慮を払う必要があり、5年後の見直しの対象にするべきであろ

う。また、法的には法人文書ではないと思われるが｜前1時に個人・団体文III:でもない、当該大

学の予算による刊行・印刷物資料については、現制度では1．分に対･応できていないように思わ

れるので、再検,il.が必要であろう。また、利用制限のllll胆については、とくに-･定の年数が経

過した特定歴史公文III等について、l･分な議論のないままに法施行がおこなわれた槻がある。

とくに名古屋大学大学文書資料室は、法人文書史料の公開業務の経験が浅いだけに、実績を積

みながらさらに議論を深める必要がある。

このような負担の増大にもかかわらず、独立行政法人等、とりわけ地域の学術研究や高等教

育のセンターであるII(I立大学は、できるだけ独自のアーカイブズを持つべきである。しかし現

制度では、特別な財政措置がなされない限りそれは容易ではない。これまでのll本のアーカイ
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ブズ行政の避れを取りもどすためにも、財政措世がなされることが望まれるが、もしそれがど

うしても無恥であるというのであれば、現行の国立公文ill:館等や歴史的文化的盗料保存施設以

外の第3の指定制度を設けるなどの措|趾を識じるべきではないかと考える。

追記：本稿の入稿後、京都大学大学文書館の西111伸氏による諭稿「公文香符理法の問題点」－
b

国立大学法人の立場から－」（｢日本史研究」第592号、2011年12月）が発表された。本稿では言

及できなかったが、参照されたい。
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